













































今日までの国連の実践において、第 42 条が明示的に適用されたことはない。990 年から 9
年にかけての湾岸戦争において、イラクに対する多国籍軍による軍事的行動を許可（オーソ










　Should the Security Council consider that measures provided for in Article 4 would 
be inadequate or have proved to be inadequate, it may take such action by air, sea, 
or land forces as may be necessary to maintain or restore international peace and 
security. Such action may include demonstrations, blockade, and other operations by 











盟国間で禁止され（第 2 条  項、第 3 条 4 項及び第 5 条 6 項）、これに違反し戦争に訴え
た連盟国は、それにより、当然に他のすべての連盟国に対して戦争行為をなしたものと見な
され（第 6 条  項）、これに対して、他のすべての連盟国が共同して制裁措置を実施するも
のとされた（同条  項乃至 4 項）。
規約第 6 条に定める制裁措置は、外交・通商・金融・交通関係の断絶などより成る「経済































国際的機構に関する合衆国の暫定提案」（944 年 7 月 8 日）は、「執行理事会は、他の措置
（つまり非軍事的措置）では不充分であることが判明した場合には、平和と安全の維持を確保























































による軍事的強制措置を定めた第 42 条は、憲章第 7 章の中で要（かなめ）をなす中心的な規
定である。また、第 42 条は、国際連盟規約の規定（第 6 条 2 項）と対比するとき、「根本的
な革新」であるといえる。（9）すなわち、①連盟規約の下では、連盟の実施する主たる制裁手
段は、全面的な経済封鎖（いわゆる「経済制裁」、第 6 条  項）であったのであり、軍事的
制裁措置は、この経済制裁のための補助手段として考えられており、独立した地位は与えら
れていない（第 6 条 2 項）。②次に、連盟国には、この軍事制裁を実施する義務はない。連
盟理事会は、経済封鎖の実施にあたって必要とされる兵力使用に関して関係各国政府に対し














事会という国際連合の中心的機関によって集権的・統一的に実施される（第 39 条、第 4 条、
42 条）。加盟国は、この安全保障理事会の決定に従い、理事会の実施する措置に協力しなけれ

















































に禁止する（第 2 条 4 項）。これは、侵略や平和の破壊・平和に対する脅威の禁止にほぼ相当
する。（29）さらに、第  条  項は、「平和に対する脅威の防止及び除去と侵略行為その他の平和
の破壊の鎮圧とのため有効な集団的措置をとること」を国連の第一義的目的に掲げており、
この目的のために安全保障理事会がとる行動に加盟国が従うべきことを義務づけている（第
24 条、第 25 条）。この有効な集団的措置が「第 7 章に基づく強制措置」（第 2 条 7 項但し書の
文言）に他ならない。（30）さらに、第  条  項の規定を受けて、第 7 章冒頭の第 39 条は、安全
保障理事会が、平和に対する脅威・平和の破壊・侵略行為の存在の決定を行った後に「第 4
条及び第 42 条に基づく措置」を決定する（shall decide）と規定する。このような文脈で見る









条の規定から、そして、第 39 条から第 42 条に至る文脈から、明らかとなる。とくに第 42 条
の第 4 条との連結関係がこの点で重要である。（32）前述したように、第  条  項に直接的につ





ることは困難である。第 42 条は、第 4 条と同じく、安全保障理事会の決定する措置に加盟
国が従うよう命じているものと理解する方が合理的である。それゆえ、「第 42 条に基づく安























第 42 条の適用に先立ち、第 39 条に基づき、「平和に対する脅威、平和の破壊又は侵略行
為」の存在が決定されなければならない。第 39 条の文言がはっきりと示すように、この「存















から、フィツシャー（G.Fischer）は、第 39 条（「存在の決定」）と第 42 条（軍事的措置）と
の間の適用上の分離可能性を主張するが、これは、行論で順次、取り上げられる理由から、
正しくないと言わねばならない。（40）第 39 条は第 4 条及び第 42 条に基づく措置の適用のため
− 8 −
の法的基礎なのであり、存在の決定（第 39 条）が第 42 条に従った軍事的制裁措置の発動の
ための前提要件を構成する。（4）ただ、今日では、第 39 条に基づく決議がそうであるのと同様
に、軍事的措置を命ずる決議に関しても、実行上、「第 39 条」と「第 42 条」への明確な言及
が必要とされていない。しかし、安全保障理事会決議の文面から、「存在の決定」がなされて
いることが明白に示されなければならない。フロバインによるならば、少なくとも「第 7 章」












は第 7 章の適用なのか第 6 章の適用なのか判然としない場合にのみ参照されるべきである、
というルールに従うべきであろう。決議の性質決定にあたっては決議の本文にのみ優越性が
与えられるべきであり、たとえば決議の採択に先立ってなされた安全保障理事会の討議にお




第 42 条の措置を実施するに先立ち、暫定措置を適用することは、第 40 条によって義務づ
けられてはいないが、少なくとも要請されてはいるであろう。（46）そして、暫定措置に従わな










の効果を挙げるのに「不充分であろう（would be inadequate）」と、又は、 「不充分なことが












































本条の外、第 39 条及び第 5 条において使用されている。第 39 条では、前述のように、安全
− 0 −
保障理事会は、「存在の決定」を行った後に、「国際の平和及び安全を維持し又は回復するた




























れるように、朝鮮戦争の時の決議 83（950 年 6 月 27 日）と湾岸戦争の時の安全保障理事会
決議 678（990 年  月 29 日）において現実に発生した問題であった。
なお付言すれば、「国際の平和及び安全の維持又は回復に必要な
4 4 4











では、「安全保障理事会が必要と認める qu’il juge nécessarie」となっている。また前に引用
した第 5 条では、「安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持又は回復のために必要と認

























































あったといえよう。（64）（たとえば、950 年 6 月 27 日の、朝鮮戦争に関する重要な安全保障理
事会決議（決議 83）を、第 39 条に基づく「平和と安全のための勧告」として理解する見解が
有力であったが、この見解は、後述するように、第 43 条の特別協定が結ばれていない状況で
は、安全保障理事会は第 42 条に基づく軍事的措置をとりえないとする考え方を根底にもつも
のであった。（65）また、970 年 2 月 6 日の総会決議 2734（XXV）も参照。（66））とくに、ソ連
は長くこの立場を支持してきた。（67）学説においても、このように第 42 条の第 43 条との結び
つきを主張する立場は有力であった（以後、これを「（第 42 条と第 43 条の）リンケージ論」
とよぶことにする）。
しかし、第 43 条の特別協定が結ばれないと、国連は、いつまでも第 42 条に基づく軍事的
措置をとりえないのであろうか。国連発足後に、国連とくに安全保障理事会に与えた冷戦の
深刻な影響を受けて、安全保障理事会の発議によってなるべくすみやかに開始されなければ







第 06 条の規定は暫定的性格のものであり、第 43 条の不適用によって第 06 条の適用が無
期限に延長されることはありえず、同条が第 42 条に優越することはない。（68）また、グッド
リッチ・ハンブローによれば、第 42 条と第 43 条のリンケージ論を、第 2 条 5 項、第 25 条、
第 39 条、第 42 条及び第 49 条の文言と調和させることは困難である。（69）すなわち、第 43 条
に掲げる特別協定が結ばれていない状況であっても、安全保障理事会が第 42 条に基づいて軍
事的措置の「決定」を下すならば、その決定は第 2 条 5 項、第 25 条及び第 49 条に基づいて









も、第 42 条及び第 29 条（安全保障理事会の補助機関の設置）の規定に基づき可能であると
いうことになろう。）さらに、ケルゼンによると、第 47 条及び第 48 条の文言も、第 43 条に
基づく特別協定を締結していない加盟国に強制行動を実施させるという安全保障理事会の決
定の可能性を排除してはいない。（7）この点を敷衍すると次のようであろう。憲章第 39 条、第











り、第 48 条第  項によると、国連のとる軍事的措置が、「安全保障理事会が定めるところに
従って」（すなわち安全保障理事会の裁量によって）、「加盟国の全部又は一部によってとられ
る」。第 42 条を、この第 48 条  項の規定とあわせ読むとき、第 43 条に定める特別協定が結
ばれていなくとも、具体的な状況における安全保障理事会の「決定」に従って軍事的措置が
「加盟国の全部又は一部によってとられる」ことは可能である。（72）第 7 章中にこのような規定
が置かれていることも、第 42 条が、必ずしも第 43 条の特別協定に従って軍隊が理事会に提
供されることをその前提にしていないという解釈を支持する一つの根拠として見なすことが
できる。（73）
安全保障理事会の実行においても、第 43 条にリンクしない形での第 42 条の適用が公式に




































である。なぜならば、第 39 条は、第 4 条及び第 42 条に基づく措置の実施のための条件とし




















た 956 年のスエズ動乱の際のソ連の提案がそれである（ 月 5 日（U.N. Doc.S/3736））。ま
た、950 年の朝鮮戦争に際してアメリカは朝鮮沿岸の封鎖を宣言したが（7 月 7 日）、イギリ
スはこれを支持して、アメリカのとった措置を第 42 条に基づくものとして正当化したことが
ある。もっとも、イギリスのこの解釈は国連の諸機関によって否定された。（84）この他にも、
965 年に南ローデシア問題に関連して、第 42 条が第 43 条とともに明示的に引用された決議















第 42 条との関連性はきわめて稀薄である。一方、PKF は、紛争当事国からの要請や同意に基
づいて現地に派遣されるのが通例であり、その任務（マンデート）も非強制的な平和維持活
動であって、第 42 条の軍事的強制措置には該当しないというのが一般的な理解である。しか










96 年に ONUC に対して、内戦防止のため最後の手段として武力の行使を含む措置をとる
− 6 −
ことを認め、かつ、国連の管轄下にない外国軍事要員のコンゴ領内からの撤退を求めた（決





るが（「第 40 条」のコメンタリー参照）、このカタンガ局面での ONUC の活動が、客観的に
見て、第 42 条の軍事的強制措置のレベルに達していることは確実に認められるであろう。（87）





その目的を達成し撤退することになり、 UNOSOM がその任務を継承した（UNOSOM Ⅱ , 安






837（993 年 6 月 6 日））。このように、UNOSOM Ⅱは、伝統的な平和維持活動の任務に、一
定の範囲で強制行動をとる権限も付与された新しいタイプの PKF であったが、現地での武
力衝突を収拾することができず失敗に終わっている。結局、994 年 2 月には、UNOSOM Ⅱ
の「平和強制（peace-enforcement）」活動は放棄され、UNOSOMI タイプの中立・非強制の
平和維持活動に復帰することになり、95 年 3 月には完全にソマリア領内から撤退した。この
UNOSOM Ⅱも失敗に終わったとはいえ、 PKF が強制的な軍事的措置を担当したものとして
注目される。（88）























（これは、要するに、第 42 条・第 43 条（及びそれ以下）のスキームの全否定に他ならない。）
ところで、とりわけ冷戦後に、これらの原則に動揺が見られる。第一に、前述のように、
UNPROFOR は、憲章第 7 章の措置が実施されている旧ユーゴスラビアに、（したがって）同
意なしに派遣された。（湾岸戦争終結後に、イラク・クウェート国境に配置された国連イラ
ク・クウェート監視団（UNIKOM）も同じである。（94）UNOSOM Ⅱは、人道上の必要から、
被派遣国政府や当事者の同意なしに派遣された。（95）960 ～ 6 年のコンゴにおいても同様であ
った。第二に、ONUC のカタンガ段階や UNOSOM Ⅱは、第 42 条の措置に匹敵する軍事行動
を行っており、UNPROFOR も、マンデートの上では、そうであった。そこには、強制性の
要素がうかがえる。以上要するに、冷戦期の国連において、第 42 条・第 43 条のスキームか
ら離れていったのが、ポスト冷戦期の実践では、再接近が看取されるのである。
たしかに、これら PKF の軍隊としての性格は限定されている（第 42 条が想定していたよ
うな、全面的な戦争をなすことのできる軍隊ではない）。また、これら軍隊の創設と指揮は、
前述したように、第 43 条及びそれ以下の規定に定める方式とは大きく異なっている。しか











して解釈されることが可能である。彼によれば、第 43 条は、第 42 条に基づく安全保障理事
会の決定の後にアドホックな






















ンガ段階）や UNOSOM Ⅱを第 42 条に基礎づけることに、さほど抵抗がなくなったように思
われる。（05）しかし、これらはあくまでも例外であって、PKF 一般についてはそうとは言えな
いという反論がなされるのかもしれない。たしかに、PKF 一般について、第 42 条を根拠規定
























950 年の朝鮮戦争と 99 年の湾岸戦争は、侵略に対抗する全面的な戦争のオーソリゼーショ
ンが与えられた顕著な事例である。その他、それよりも低次の軍事的措置の事例がいくつか
見られる。ここでは、代表的な事例について簡単な検討を行っておく。
（1）朝鮮戦争に関する安全保障理事会決議 82、83、84（1950）　950 年 6 月 25 日、朝鮮
戦争が勃発するとただちに安全保障理事会は決議を採択し、北朝鮮による武力攻撃を「平
和の破壊」と決定し、同軍の即時停戦と 38 度線までの撤退を「要請 call upon」した（決議
82）。さらに、6 月 27 日、安全保障理事会は、加盟国に対して、「武力攻撃を撃退し、かつ、
この地域における国際の平和及び安全を回復するために必要な援助を与えるように勧告」し
た（決議 83）。この 2 つの決議によって、朝鮮において国連による軍事的強制措置がとられた
ものと一般に理解された。決議 83 は、加盟国に武力行使を含む強制行動を「勧告」したもの
であり、同決議はとくに第 39 条を明示的に引用していないが、同条にある「平和と安全のた
めの勧告」にあたるであろうというのが今日、大方の理解である。さらに、7 月 7 日、決議
83 に従って加盟国から提供された軍隊をアメリカの統一的指揮の下に置き、また、国際連合
旗を使用することを認める決議 84 が採択された。この統一軍は「朝鮮国連軍」と呼ばれた。
決議 83 と決議 84 によって、安全保障理事会が本来行うべき軍事的措置が、アメリカを中心
とする加盟国にオーソライズされ、かつ、指揮・統制も加盟国に委ねられた。
それでは、決議 82 と決議 83 によって、国連による強制的な軍事的措置がとられたのであ
り、決議 83・84 は第 42 条の適用として見るべきであるという考え方は支持されうるであろ
うか。筆者は、①第 42 条は、第 43 条の特別協定が結ばれていなくとも適用可能であること、
②第 42 条は強制措置を命ずるものであるが、その全体としての「強制」性の中に部分的・手
続的な「勧告」性が含まれていることは可能であること、この二点を前提として認めるなら
ば、決議 83・84 を第 42 条の適用として見ることは十分可能であると考える。（詳しくは、「第
39 条」のコメンタリーを参照のこと。）














え（empower）」た（第 5 項）。（さらに、安全保障理事会は、966 年 2 月 6 日に、憲章第
39 条及び 4 条に基づき、ローデシアに対して包括的な経済制裁を実施する決議（決議 232）



















ーションが、湾岸戦争の時に、安全保障理事会決議 665（990 年 8 月 25 日）によって、及び





















































討する。安全保障理事会決議 827（993 年 5 月 25 日）は、「憲章第 7 章に基づき」、旧ユーゴ
スラビアにおいてなされた国際犯罪（人道に対する罪や重大な戦争犯罪など）について訴追
し、処罰するための国際刑事裁判所を設立した（ルワンダにおいてなされた国際犯罪につい


































憲章（第 39 条及び）第 42 条を明示的又は黙示的に援用した安全保障理事
会決議によらなければならないと考えるのである。
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